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＜別紙２＞DAD 解析の手法と結果 

 

1. 利用データ 

DAD 解析に用いたデータを表-1 に示す。 

 

表-1 DAD 解析に用いたデータ 

データの種類 
空間解

像度 
対象領域 計算期間 解析に用いたデータ年数 

d4PDF 

(5km,yamada)1) 
5km 

・北海道 

・九州 

現在気候： 

1950 年 9 月～2011

年 8 月 

将来気候： 

60 年間（2090 年の

気候） 

現在気候：3,000 年 

(60 年×50 摂動) 

将来気候：5,400 年 

(60 年×6SST×15 摂動) 

※今回の解析では、１月～12 月を１年単位とし、

現在気候については 1951 年１月～2010 年 12 月

のデータを用いる。 

※各年の 6 月 1 日から 12 月 1 日の間について、

北海道領域は石狩川流域、常呂川流域、十勝川流

域、九州領域は筑後川流域における流域平均雨量

が最大となる 15 日間のデータを抽出。 

※d4PDF(20km)の領域モデル（現在 50 摂動、将

来 15 摂動）をダウンスケーリングしている。 

 

d4PDF 

(5km,SI-CAT)2) 
5km 

・北海道、

沖縄以外 

現在気候： 

1980 年 9 月～2011

年 8 月 

将来気候： 

30 年間（2090 年の

気候） 

現在気候：360 年 

(30 年×12 摂動) 

将来気候：360 年 

(30 年×6SST×2 摂動) 

※今回の解析では、１月～12 月を１年単位とし、

現在気候については 1981 年１月～2010 年 12 月

のデータを用いる。 

※d4PDF(20km)の領域モデルの現在 50、将来 15

摂動から、現在及び将来それぞれについて、無作

為に 12 及び 2 摂動を抽出しダウンスケーリング

している。 
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d2PDF 

(5km,yamada) 1) 

(d4PDF2 度昇温実験) 

5km 
・北海道 

・九州 

現在気候： 

1950 年 9 月～2011

年 8 月 

将来気候： 

60 年間（2040 年の

気候） 

現在気候：3,000 年 

(60 年×50 摂動) 

将来気候：3,240 年 

(60 年×6SST×9 摂動) 

※今回の解析では、１月～12 月を１年単位とし、

現在気候については 1951 年１月～2010 年 12 月

のデータを用いる。 

※各年の 6 月 1 日から 12 月 1 日の間について、

北海道領域は石狩川流域、常呂川流域、十勝川流

域、九州領域は筑後川流域における流域平均雨量

が最大となる 15 日間のデータを抽出。 

※d2PDF(20km)の領域モデル（現在 50 摂動、将

来 9 摂動）をダウンスケーリングしている。 

 

d2PDF 

(5km,SI-CAT) 2) 

(d4PDF2 度昇温実験) 

5km 
・北海道、

沖縄以外 

現在気候： 

1980 年 9 月～2011

年 8 月 

将来気候： 

30 年間（2040 年の

気候） 

現在気候：360 年 

(30 年×12 摂動) 

将来気候：360 年 

(30 年×6SST×2 摂動) 

※今回の解析では、１月～12 月を１年単位とし、

現在気候については 1981 年１月～2010 年 12 月

のデータを用いる。 

※d2PDF(20km)の領域モデルの現在 50、将来 9

摂動から現在及び将来それぞれについて、無作為

に 12 及び 2 摂動を抽出しダウンスケーリングし

ている。 

 

今回の検討では、d4PDF3)及び d2PDF の、水平解像度約 20km で日本域をカバーする領域実

験の出力結果（以降、各々d4PDF(20km)、d2PDF(20km)）のうち、過去実験、将来 4℃上昇実

験、及び将来 2℃上昇実験に対して、気象研究所の非静力学地域気候モデル NHRCM を用いて

水平解像度約 5km にダウンスケーリングした 2 種類の出力結果を用いた。一つは、文部科学省

の気候変動適応技術社会実装プログラム(SI-CAT)及び海洋研究開発機構の「地球シミュレータ特

別推進課題（成果創出課題）」において、北海道および九州を対象領域として d4PDF(20km)及

び d2PDF(20km)をそれぞれ水平解像度約 5km にダウンスケーリングした出力結果 4)5) （以降

d4PDF(5km,yamada)、d2PDF(5km,yamada)）である。 
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d4PDF(5km,yamada)、d2PDF(5km,yamada)は、それぞれ d4PDF(20km)、d2PDF(20km)の

各年の 6 月 1 日から 12 月 1 日の間について、北海道領域は石狩川流域、常呂川流域、十勝川流

域、九州領域は筑後川流域における流域平均雨量が最大となる期間を含む 15 日間について、ダ

ウンスケーリングを行ったものである。なお、地形モデルは、各格子内の標高の平均値を用いた

Grid mean モデルである。対象領域を図-1 および図-2 に示す。 

 

 

図-1  d4PDF(5km,yamada) の北海道における対象領域 

（カラーコンター（標高）の範囲が対象領域） 

 

 

図-2 d4PDF(5km,yamada)の九州における対象領域 

（カラーコンター（標高）の範囲が対象領域） 
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もう一方は、文部科学省の気候変動適応技術社会実装プログラム（SI-CAT）において北海

道、沖縄を除く地域を対象領域として地球シミュレータを用いて d4PDF 及び d2PDF を力学的

ダウンスケールした出力結果 6)7)8) （以降、d4PDF(5km,SI-CAT)、d2PDF(5km,SI-CAT)）であ

る。 

d4PDF(5km,SI-CAT)及び d2PDF(5km,SI-CAT)は、それぞれ d4PDF(20km)及び

d2PDF(20km)について、計算年数およびアンサンブル数を絞った上で、通年でダウンスケーリ

ングを行ったものである。なお、標高データは GTOPO30 を使用し、地形モデルは、格子内平

均値に各格子内の標高の分散を加えて山地の高さをより強調した Envelope mountain モデルで

ある。対象領域を図-3 に示す。 

 

  

図-3  d4PDF(5km,SI-CAT)における対象領域 

（カラーコンター（標高）の範囲が対象領域） 
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2. 解析方法 

雨域の形状に応じた面積を考慮するために、任意の積算雨量以上のまとまった雨域の抽出を繰

り返し、積算雨量 D（Depth）と雨域面積 A（Area）および降雨継続時間 D（Duration）の関係

を整理する。 

この DAD 解析手法については、浸水想定(洪水、内水)の作成等のための想定最大外力の設定手

法＜参考資料２＞地域ごとの最大降雨量に関する解析方法等について 9)において、これまで我が

国で実施された手法 10)や WMO（世界気象機関：World Meteorological Organization）が示すマ

ニュアル 11)をもとに表-2に示す３タイプの解析手法とその特徴が整理されている。このうちFEM

法（変形面積法）は空間的に連続する雨域を 1 格子ずつ増やしながら雨域の形状に応じた積算雨

量を求めていくことで極めて緻密な DA 関係を得ることができる解析手法と言えるが、今回の検

討で使用する膨大な長期アンサンブル気候データに本手法を適用することは計算時間の観点から

非現実的であると考えられた。そこで今回の検討では、既往の類似研究 10)12)で採用された手法を

参考に、表-29)のうち FRM 法（雨量固定法）を使用することとした。ただし、表-2 で指摘されて

いる FRM 法の留意点（全く別の雨域を 1 つの雨域と評価することがあること）を考慮し、抽出

された複数の強雨域について空間的連続性が認められないものは別の雨域として整理するように

した。具体的な解析手順を次の 1)～7)に示す。 

 

表-2 面積雨量の解析手法 

 

 

1) 計算格子毎、1 時間毎に雨量積算時間(1,2,3,6,12,24,48,72)毎の積算雨量を算出した。 

2) データ中の全時刻を対象にするとデータ数が膨大であるため、図-4 に示すフローに従い、雨

量積算時間毎、解析範囲毎、年毎に DAD 解析対象時刻の選定を行い、選定された時刻を対

象として解析を行った。 
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図-4 DAD 解析対象時刻の選定フロー 

 

3) 解析対象時刻の降雨分布に対して表-3 に示す雨量閾値を設定し、降雨分布から閾値以上の積

算雨量をもつ隣接した格子をひとまとまりの雨域として抽出した（図-5）。なお、抽出され

た雨域の中に閾値未満の雨量の格子点が存在する場合は、その格子点も雨域に含まれるもの

として雨域面積を算出した。 

 

表-3 雨量閾値の設定 

（d4PDF の場合※） 

1,2,3 時間積算雨量 
雨量(R)範囲[mm] 2≦R＜10 10≦R＜250 250≦R 

刻み幅[mm] 2 10 50 

6 時間積算雨量 
雨量(R)範囲[mm] 10≦R＜250 250≦R - 

刻み幅[mm] 10 50 - 

12,24,48,72 時間積

算雨量 

雨量(R)範囲[mm] 10≦R - - 

刻み幅[mm] 50 - - 

 

（d2PDF の場合※） 

1,2,3 時間積算雨量 
雨量(R)範囲[mm] 4≦R - 

刻み幅[mm] 4 - 

6 時間積算雨量 
雨量(R)範囲[mm] 10≦R - 

刻み幅[mm] 10 - 

12,24 時間積算雨量 
雨量(R)範囲[mm] 10≦R＜20 20≦R 

刻み幅[mm] 10 20 

48,72 時間積算雨量 
雨量(R)範囲[mm] 10≦R＜40 40≦R 

刻み幅[mm] 30 40 

※対象とする降雨をより効率的に抽出できるよう、両モデルで異なる閾値を設定 
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図-5 閾値以上の積算雨量となる雨域抽出のイメージ図 

 

4) 抽出した雨域の面積および雨域の平均雨量を求めた。 

5) 3)、4)を解析対象時刻毎に実施し、多数の積算雨量と雨域面積のデータサンプリングを行

い、年毎に図-6 左図を作成した。この図をもとに、雨域面積が大きくなるにつれて積算雨量

が少なくなるようにデータを包絡し、図-6 右図のように、任意の雨域面積に対応した積算雨

量の最大値を抽出した。なお、上記の手順で最大雨量を抽出した結果、間引かれることとな

る面積の最大雨量については、浸水想定(洪水、内水)の作成等のための想定最大外力の設定

手法 13)を参考とし、一次補間法により算出した。 

 

図-6 最大雨量の抽出方法の例（左図：DAD 解析の結果、右図：最大雨量を抽出した結果） 

 

6) 現在気候・将来気候それぞれにおいて年超過確率 1/100 の降雨量を算出した。年超過確率

1/100 の降雨量は、年最大雨量データに Gumbel 分布の確率密度関数を当てはめることで算

出し、Gumbel 分布の母数は L 積率法で推定 14)した。 

7) 積算雨量の平均年最大雨量および年超過確率 1/100 の降雨量について、現在気候と将来気候

の比（将来気候/現在気候）を求めた。  
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3. 解析条件 

＜地域区分＞ 

DAD 解析による降雨量変化倍率の算出は、想定最大規模降雨に関する地域区分 13)を用いた全

国 15 地域区分毎に行った。図-7 に用いた地域区分の図を示す。 

図-7 想定最大規模降雨に関する地域区分 

 

＜地域区分ごとの使用するデータ＞ 

北海道北部・北海道南部については d4PDF(5km,yamada)及び d2PDF(5km,yamada)、その

他の地域区分については d4PDF(5km,SI-CAT) 及び d2PDF(5km,SI-CAT)の結果を用いること

とした。 

※d4PDF(5km,yamada)及び d2PDF(5km,yamada)と d4PDF(5km,SI-CAT) 及び

d2PDF(5km,SI-CAT)ではデータの期間や詳細の計算条件が異なるため、北海道北部ブロックお

よび北海道南部ブロックと他の 13 地域の解析結果を併せて俯瞰的に解釈する際は、この点につ

いて留意する必要がある。なお、筑後川流域を対象として、d4PDF(5km,yamada)と

d4PDF(5km,SI-CAT)の解析を比較した結果を〈参考１〉に示した。 

 

＜流域面積と降雨継続時間＞ 

一級河川の河川整備基本方針における、基準地点上流面積と対象降雨の降雨継続時間との関係

から、流域面積 400km2までは降雨継続時間は 6～12 時間、流域面積 400km2 以上は降雨継続時

間 12 時間以上が採用されている（図-8）。 

このため、降雨量倍率を評価する対象を２区分し、大河川流域を対象に、流域面積が 400km2、

1,600km2、3,600km2の３ケースと、降雨継続時間は 12 時間、24 時間、48 時間の３ケースの合

計９ケースを用いて評価を、さらに、中小河川流域を対象に、400km2については、より短時間の

降雨を評価することした。 
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図-8 基準地点上流面積と降雨継続時間の関係 

 

＜SST と摂動の取り扱い＞ 

各 SST は世界の様々な CGCM において計算された日本近海の海面水温分布について分類され

たものであるが、それぞれの SST ごとに異なる系統的誤差（バイアス）を有すると考えられる。

各 SST により算出した結果を同一母集団のサンプルとして扱う場合、バイアスが異なるモデルの

出力結果を混合して統計解析してしまうため、SST ごとに扱うこととした。 

一方、摂動は SST ごとにあくまで観測誤差よりも小さい範囲で計算サンプル数を増やす目的で

与えられるものであり、同一モデルであればバイアスは同等と考えられる。また、統計解析のサ

ンプル数を確保する観点からも、摂動ごとの評価とはせず、まとめて扱うこととした。 

 

  

【凡例】
●：降雨継続時間の詳細検討を実施（平成18年4月以降）し、

時間単位となっているもの
▲：上記以外（工実踏襲や日単位）
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4. d4PDF の解析結果 

＜大河川流域の降雨量変化倍率の算出＞ 

全国 15 地域を対象に、降雨継続時間が 12 時間、24 時間、48 時間の積算雨量を用いて現在気

候に対する将来気候の年超過確率 1/100 の降雨量の変化倍率を算出した。降雨継続時間ごとに、

各地域区分の海面水温毎の降雨量変化倍率を図-9～11 に示す。 

地域区分毎に比較すると、北海道北部、北海道南部は他の地域に比べ変化倍率が大きくなる傾

向を示し、地域毎の海面水温モデルによる変化倍率の幅には差がみられる。 

 

 

図-9 各地域区分における降雨継続時間 12 時間の海面水温モデル毎の降雨量変化倍率 

（左から雨域面積 400km2、1600km2、3600km2） 

 

図-10 各地域区分における降雨継続時間 24 時間の海面水温モデル毎の降雨量変化倍率 

（左から雨域面積 400km2、1600km2、3600km2） 
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図-11 各地域区分における降雨継続時間 48 時間の海面水温モデル毎の降雨量変化倍率 

（左から雨域面積 400km2、1600km2、3600km2） 

 

 次に、地域区分ごとに、雨域面積と降雨継続時間ごとの降雨量変化倍率を図-12 に示す。 

 

図-12 地域区分毎の雨域面積と降雨量変化倍率の関係性 

（降雨継続時間 12 時間を青線、24 時間を橙線、48時間を灰線で表している） 
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また、海面水温ごとの降雨量変化倍率の平均値を、雨域面積（400・1600・3600km2）・降雨

継続時間（12・24・48 時間）の組み合わせ毎に整理した結果を図-13 に示す。 

 
図-13 各地域区分の海面水温 6パターンによる降雨量変化倍率の平均値 

 

＜中小河川の降雨量変化倍率の算定＞ 

全国 15 地域を対象に、雨域面積が 400km2、降雨継続時間が(1,2,3,6,12,24,48,72 時間)毎の積

算雨量を用いて現在気候に対する将来気候の年超過確率 1/100 の降雨量の変化倍率を算出した。

降雨継続時間ごとに、各地域区分の海面水温毎の降雨量変化倍率を図-14~16 に示す。 

 

 

図-14 各地域区分における雨域面積 400km2の海面水温モデル毎の降雨量変化倍率 

（左から降雨継続時間 1 時間、2 時間、3 時間） 
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図-15 各地域区分における雨域面積 400km2の海面水温モデル毎の降雨量変化倍率 

（左から降雨継続時間 6 時間、12時間、24 時間）※降雨継続時間 12 時間、24時間は再掲 

 

 

図-16 各地域区分における雨域面積 400km2の海面水温モデル毎の降雨量変化倍率 

（左から降雨継続時間 48 時間、72 時間）※降雨継続時間 48 時間は再掲 
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次に、地域区分ごとに、雨域面積が 400km2の年超過確率 1/100 の降雨量について、降雨継続

時間ごとの降雨量変化倍率を整理し、将来気候の海面水温 6パターンによる結果の幅と平均値を

図-17 に示す。 

3～6 時間の降雨継続時間における変化倍率について、12～48 時間の降雨継続時間における変

化倍率と比較すると、北海道北部、北海道南部、東北西部では変化倍率が顕著に大きくなる傾向

を示している。 

 

図-17 地域区分毎の降雨継続時間と降雨量変化倍率の関係性 
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5. d2PDF の解析結果 

＜大河川流域の降雨量変化倍率の算出＞ 

d4PDF の解析結果と同様に、全国 15 地域を対象に、降雨継続時間が 12 時間、24 時間、48

時間の積算雨量を用いて現在気候に対する将来気候の年超過確率 1/100 の降雨量の変化倍率を算

出した。降雨継続時間ごとに、各地域区分の海面水温毎の降雨量変化倍率を図-18～20 に示す。 

地域区分毎に比較すると、北海道北部、北海道南部は他の地域に比べ変化倍率が大きくなる傾

向を示し、地域毎の海面水温モデルによる変化倍率の幅には差がみられる。 

 

 

図-18 各地域区分における降雨継続時間 12 時間の海面水温モデル毎の降雨量変化倍率 

（左から雨域面積 400km2、1600km2、3600km2） 

 

図-19 各地域区分における降雨継続時間 24 時間の海面水温モデル毎の降雨量変化倍率 

（左から雨域面積 400km2、1600km2、3600km2） 
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図-20 各地域区分における降雨継続時間 48 時間の海面水温モデル毎の降雨量変化倍率 

（左から雨域面積 400km2、1600km2、3600km2） 

 

 次に、地域区分ごとに、雨域面積と降雨継続時間ごとの降雨量変化倍率を図-21 に示す。 

図-21 地域区分毎の雨域面積と降雨量変化倍率の関係性 

（降雨継続時間 12 時間を青線、24 時間を橙線、48時間を灰線で表している） 
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また、海面水温ごとの降雨量変化倍率の平均値を、雨域面積（400・1600・3600km2）・降雨

継続時間（12・24・48 時間）の組み合わせ毎に整理した結果を図-22 に示す。 

 

図-22 各地域区分の海面水温 6パターンによる降雨量変化倍率の平均値 

 

＜中小河川の降雨量変化倍率の算定＞ 

全国 15 地域を対象に、雨域面積が 400km2、降雨継続時間が(1,2,3,6,12,24,48,72 時間)毎の積

算雨量を用いて現在気候に対する将来気候の年超過確率 1/100 の降雨量の変化倍率を算出した。

降雨継続時間ごとに、各地域区分の海面水温毎の降雨量変化倍率を図-23~25 に示す。 

 

図-23 各地域区分における雨域面積 400km2の海面水温モデル毎の降雨量変化倍率 

（左から降雨継続時間 1 時間、2 時間、3 時間） 
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図-24 各地域区分における雨域面積 400km2の海面水温モデル毎の降雨量変化倍率 

（左から降雨継続時間 6 時間、12時間、24 時間）※降雨継続時間 12 時間、24時間は再掲 

 

 

図-25 各地域区分における雨域面積 400km2の海面水温モデル毎の降雨量変化倍率 

（左から降雨継続時間 48 時間、72 時間）※降雨継続時間 48 時間は再掲 

 

  



 

別紙 2-19 

次に、地域区分ごとに、雨域面積が 400km2の年超過確率 1/100 の降雨量について、降雨継続

時間ごとの降雨量変化倍率を整理し、将来気候の海面水温 6 パターンによる結果の幅と平均値を

図-26 に示す。 

3～6 時間の降雨継続時間における変化倍率について、12～48 時間の降雨継続時間における変

化倍率と比較すると、d4PDF で見られたような、短時間降雨の変化倍率が顕著に大きくなる傾

向は見られない。 

 

 

図-26 地域区分毎の降雨継続時間と降雨量変化倍率の関係性 
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〈参考 1〉筑後川流域における d4PDF(5km,SI-CAT)、d4PDF(5km,yamada)の比較 

 

筑後川流域を対象に、降雨継続時間が 12 時間、24 時間、48 時間の積算雨量を用いて現在気候

に対する将来気候の年超過確率 1/100 の降雨量の変化倍率を算出した。将来気候の海面水温 6 パ

ターンによる結果の幅と平均値を図-27 に示す。 

d4PDF(5km,SI-CAT)、d4PDF(5km,yamada)による結果を比較すると、d4PDF(5km,SI-CAT)

の結果は海面水温の違いによる変化倍率の幅が大きい傾向を示している。 

 

 
図-27 筑後川流域における d4PDF(5km,SI-CAT)、 

d4PDF(5km,yamada)を用いた降雨量変化倍率の比較 

（左から降雨継続時間 12 時間、24 時間、48 時間） 

 

〈参考 2〉筑後川流域と九州北西部における d4PDF(5km,SI-CAT)を用いた降雨量変化倍率 

 

筑後川流域と九州北西部を対象に、降雨継続時間が 12 時間、24 時間、48 時間の積算雨量を用

いて現在気候に対する将来気候の年超過確率 1/100 降雨量の変化倍率を算出した。将来気候の海

面水温 6 パターンによる結果の幅と平均値を図-28 に示す。 

筑後川流域と、筑後川流域を含む九州北西部ブロックを解析エリアとした降雨量変化倍率を比

較したところ、九州北西部ブロックを解析エリアとした結果は、筑後川流域を解析エリアとした

結果より海面水温の違いによる変化倍率の幅が小さいものの、それぞれの降雨継続時間ごとに平

均的な変化倍率の値を見た場合には大きな乖離は見受けられない。 

 

 

図-28 筑後川流域と九州北西部における d4PDF(5km,SI-CAT)を用いた降雨量変化倍率 

（左から降雨継続時間 12 時間、24 時間、48 時間） 
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